


















































































m 表1 ）SEC 登録企業等の在外連結子会社の状況
1990（平成2 ）年度 1977（昭和52) 年度
連結子会社 内 海外
連結子会社 内 海外内 海外 資産比率 売上比率
A 社 91社 53社 14.4％ 18.2％ 44社 16社
B 社 77 63 32.7 65.6 33 26
C 社 72 66 20.3 38.8 5 4
D 社 24 16 11.4 7.2 3 1
E 社 53 11 12.1 12.4 24 7
F 社 626 566 45.0 50.0 61 23
G 社 65 39 38.2 51.3 24 12
H 社 128 41 10.0 17.0 34 3
工 社 78 18 12.8 14.5 30 4
J 社 53 36 34.4 41.4 19 7
K 社 742 189 10.1 12.4 40 2
L 社 225 43 37.2 62.1 18 9
M 社 167 82 17.0 22.0 118 4
N 社 377 174 25.6 30.0 70 44
〇 社 89 23 9.9 14.3 14 2
P 社 89 23 11.0 24.0 23 7












































































































修 正 テ ン ポ ラ ル 法 54 41
外貨建取引等会計処理基準 31 51
決 算 日 レ ー ト 法 46 36
財 務会 計 基 準 書第52 号 14 12
属 性 法 1 1
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（2) つ いで、決算日レートで換算され、転記 された当期純利益以外の剰余金計算書上 の各増減項
目をテンポラル法で換算する。 この場合、期末留保利益 も決算日レートで換算して固定する。
この結果、決算日レートで換算されたと期末留保利益の金額（＼3,400 ）と、テンポラル法で換
算された余剰金計算書上の増減項 目の金額（＼2,050 ＝＼3,000 － ＼950） と決算 日 レートで換
算された当期純利益( ＼1,700） との合計額、との差額（￥350 －借方）が剰 余金計算書では為
替換算調整額として認識される。
（3）しかし、損益計算書上で求められた為替換算調整額（ ＼600）には、外貨表 示の試算表を テソ
ポラル法により換算した結果生じている換算差額 ＼150 が既に含 まれている ので、純 額 での発
生額￥450 （貸方） である。 したがって、 ＼350 （借方）と ＼450 （貸方）の差 額Y100 （貸方）









方式に より算出されるものであり(19）、そ の算出の経緯はきわめて複雑である。し たがって、そ の性
格を一律に規定することは非常に困難である。為替換算調整勘定の会計性格につ いては、繰延勘定
とい う説、資本勘定の修正項目とす る説、評価勘定 とする説、連結調整勘定類似のものとする説等
があるといわれてい る（20）。いずれの説も説得に足 るだけ の論拠を有していない。 目下のところ 「決
算日の為替相場以外の為替相場で円換算されている全項 目についての貸借差額を 決算日の為替相場
に よる円換算相当額の貸借額まで増額 または減額するための技術的な勘定である と解釈す る」以外
の解釈の方法はないといわれている(21）。一般論としては、特定の具体的項 目として解釈ので きない
単なる調整項 目と考える(22）ということであり、為替換算調整差額をプラグ勘定でしかない とい った
考え方(23)もこれと同類 のものとみて よいであろ う。このような考え方に対して、新井教授は、 修正
テンポラル法による為替換算調整勘定の分析モデルを提示した上で、テンポラル法に よる円換算会
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